
JP 6821667 B2 2021.1.27

10

20

(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）組成物の総重量に基づき４０～８０重量％の量の（メタ）アクリレートモノマー
成分である、硬化性成分；
　（ｂ）硬化開始成分；並びに
　（ｃ）（ｉ）Ｓ－Ａ－Ｓ（式中、Ｓは、ポリスチレンであり、Ａは、カルボン酸及び／
又は無水マレイン酸で置換されている、エチレン、プロピレン、ブチレン、及びスチレン
のうちの１又は複数から形成されるポリマー又はコポリマーを表すが、ただし、Ａがスチ
レンを含む場合、Ａは、スチレンと、エチレン、プロピレン、及びブチレンのうちの少な
くとも１種とのコポリマーであり、かつ、カルボン酸及び／又は無水マレイン酸で置換さ
れている）によって表されるブロックポリマー；及び
　　　　（ｉｉ）前記ブロックポリマーの任意の組み合わせ
からなる群より選択されるポリマー材料
を含み、組成物のＢステージ硬化生成物において、材料Ｓ－Ａ－Ｓは、組成物の総重量に
基づき３０～６０重量％の量で存在する、硬化性プライマー組成物。
【請求項２】
　Ａが、エチレン、プロピレン、ブチレン、及びスチレンのうちの１又は複数から形成さ
れるが、ただし、Ａがスチレンのみから形成されることはなく、かつＡがカルボン酸及び
／又は無水マレイン酸で置換されている、請求項１に記載の硬化性プライマー組成物。
【請求項３】
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　Ａが、エチレン、プロピレン、ブチレン、及びスチレンのうちの少なくとも２種から形
成され、かつカルボン酸及び／又は無水マレイン酸で置換されている、請求項１または２
に記載の硬化性プライマー組成物。
【請求項４】
　Ａが、エチレン、プロピレン、ブチレン、及びスチレンのうちの少なくとも３種から形
成され、かつカルボン酸及び／又は無水マレイン酸で置換されている、請求項１～３のい
ずれか１項に記載の硬化性プライマー組成物。
【請求項５】
　Ａが、無水マレイン酸基で置換されている、請求項１～４のいずれか１項に記載の硬化
性プライマー組成物。
【請求項６】
　Ａが、カルボン酸基で置換されている、請求項１～４のいずれか１項に記載の硬化性プ
ライマー組成物。
【請求項７】
　材料Ｓ－Ａ－Ｓが、カルボン酸及び／又は無水マレイン酸で置換されている、
　（ａ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－プロピレン）－ポリスチレン（「ＳＥＰＳ」）
；
　（ｂ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン）－ポリスチレン（「ＳＥＢＳ」）；
　（ｃ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン－スチレン）－ポリスチレン（「Ｓ（
ＥＢＳ）Ｓ」）；及び
　（ｄ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－エチレン／プロピレン）－ポリスチレン（「Ｓ
ＥＥＰＳ」）
のうちの少なくとも１種である、請求項１～４のいずれか１項に記載の硬化性プライマー
組成物。
【請求項８】
　材料Ｓ－Ａ－Ｓが、カルボン酸及び／又は無水マレイン酸で置換されている、
　（ａ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－プロピレン）－ポリスチレン（「ＳＥＰＳ」）
；
　（ｂ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン）－ポリスチレン（「ＳＥＢＳ」）；
及び
　（ｃ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン－スチレン）－ポリスチレン（「Ｓ（
ＥＢＳ）Ｓ」）
のうちの少なくとも１種である、請求項１～４のいずれか１項に記載の硬化性プライマー
組成物。
【請求項９】
　材料Ｓ－Ａ－Ｓが、カルボン酸及び／又は無水マレイン酸で置換されている、
　（ａ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン）－ポリスチレン（「ＳＥＢＳ」）；
及び
　（ｂ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン－スチレン）－ポリスチレン（「Ｓ（
ＥＢＳ）Ｓ」）
のうちの少なくとも１種である、請求項１～４のいずれか１項に記載の硬化性プライマー
組成物。
【請求項１０】
　材料Ｓ－Ａ－Ｓが、無水マレイン酸で置換されている、
　（ａ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン）－ポリスチレン（「ＳＥＢＳ」）；
及び
　（ｂ）ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン－スチレン）－ポリスチレン（「Ｓ（
ＥＢＳ）Ｓ」）
のうちの少なくとも１種である、請求項１～４のいずれか１項に記載の硬化性プライマー
組成物。
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【請求項１１】
　前記ポリマー材料が、ポリマー材料の総重量を基準として１０～７０重量％のスチレン
を含む、請求項１～１０のいずれか１項に記載の硬化性プライマー組成物。
【請求項１２】
　硬化開始成分が、光開始剤成分である、請求項１～１１のいずれか１項に記載の硬化性
プライマー組成物。
【請求項１３】
　材料Ｓ－Ａ－Ｓが、２０～１００のショアＡ硬度を有する、請求項１～１２のいずれか
１項に記載の硬化性プライマー組成物。
【請求項１４】
　（ａ）組成物の総重量に基づき４０～８０重量％の量の（メタ）アクリレートモノマー
成分である、硬化性成分；
　（ｂ）硬化開始成分；並びに
　（ｃ）（ｉ）Ｓ－Ａ－Ｓ（式中、Ｓは、ポリスチレンであり、Ａは、任意選択でカルボ
ン酸及び／又は無水マレイン酸で置換されている、エチレン、プロピレン、ブチレン、及
びスチレンのうちの少なくとも３種から形成されるコポリマーを表すが、ただし、Ａがス
チレンを含む場合、Ａは、スチレンと、エチレン、プロピレン、及びブチレンのうちの少
なくとも２種とのコポリマーであり、かつ、任意選択でカルボン酸及び／又は無水マレイ
ン酸で置換されている）によって表されるブロックポリマー；及び
　　　　（ｉｉ）前記ブロックポリマーの任意の組み合わせ
からなる群より選択されるポリマー材料
を含み、組成物のＢステージ硬化生成物において、材料Ｓ－Ａ－Ｓは、組成物の総重量に
基づき３０～６０重量％の量で存在する、硬化性プライマー組成物。
【請求項１５】
　熱可塑性材料に接合しようとする基体上のプライマーとしての、請求項１～１４のいず
れか１項に記載の組成物の使用。
【請求項１６】
　請求項１～１４のいずれか１項に記載の組成物の硬化生成物が、少なくともその表面上
の層としてコーティングされている基体であって、該硬化生成物が、任意選択でその後に
熱可塑性材料に接合するために、Ｂステージにある、基体。
【請求項１７】
　請求項１～１４のいずれか１項に記載の組成物の硬化生成物が、少なくともその表面上
の層としてコーティングされている基体であって、該硬化生成物がＢステージにある、基
体と、該層の上にオーバーモールドされたポリオレフィン材料と、を含む、アセンブリ。
【請求項１８】
　射出成形物品である、請求項１７に記載のアセンブリ。
【請求項１９】
　（ａ）請求項１～１４のいずれか１項に記載の組成物；
　（ｂ）熱可塑性プラスチック
を含む組合せ。
【請求項２０】
　（ａ）Ｂステージ型の請求項１～１４のいずれか１項に記載の組成物が、少なくともそ
の表面上の層としてコーティングされている物品；
　（ｂ）該Ｂステージ型の組成物に接触している熱可塑性プラスチック
を含む組合せ。
【請求項２１】
　物品の周囲に射出成形物を形成するプロセスであって、
　（ａ）射出成形用キャビティ中に、その周囲で熱可塑性プラスチック材料をある形状に
成形しようとする物品を配置する工程；並びに
　（ｂ）物品が配置されている射出成形用キャビティ中に、熱可塑性材料を、該材料が型
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内の物品の周辺及び周囲を流れることができる温度及び圧力で射出する工程、及び、該型
を、熱可塑性材料を固化させるのに適切な温度及び圧力下で維持する工程
を含み、物品の配置の前に、物品を、請求項１～１４のいずれか１項に記載の組成物で下
塗りし、そして組成物を硬化させるのに適切な電磁スペクトルの放射線にばく露する、プ
ロセス。
【請求項２２】
　請求項２１に記載のプロセスを含む、射出成形物品の製造方法。
【請求項２３】
　物品が、ガラスから構成されている、請求項２１に記載のプロセス。
【請求項２４】
　物品が、アルミニウムから構成されている、請求項２１に記載のプロセス。
【請求項２５】
　物品が、陽極酸化アルミニウムから構成されている、請求項２１に記載のプロセス。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、射出成形用途のためのプライマー組成物として使用するための、電磁スペク
トルの放射線へのばく露によって硬化され得る、硬化性組成物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、数多くの市場において、特に携帯型家電製品のための製造プロセスを能率化する
動きがある。この目的のためには、いわゆるオーバーモールディングプロセスにおいて、
プラスチック部品を従来の接着剤を用いて金属フレーム及びガラスディスプレイなどの他
の基体に接合するための、しばしば遅く、時にはコストがかかるプロセスを排除すること
が望ましいであろう。
【０００３】
　これらのタイプの接着剤の使用に対する別の欠点は、オーバーモールディング前の部品
上の作業寿命（ｏｎ－ｐａｒｔ　ｗｏｒｋ　ｌｉｆｅ）が短く、そのため、主となるオー
バーモールディングアセンブリプロセスから独立したオフラインプロセスには適していな
いことである。言い換えれば、オーバーモールディングアセンブリプロセスにおいて使用
する前に、オーバーモールドしようとする部品上でこれらの従来の接着剤を用いてＢステ
ージプロセスを行うのは実用的でないことになる。
【０００４】
　この必要性に対処することを目指した１つの組成物が、国際公開ＷＯ２０１４／１９３
９０３号に記載されており、該公報は、（メタ）アクリレートモノマー成分；光開始剤成
分；並びに、約１２０，０００ＭＷ未満の分子量を有するポリビニルブチラール成分又は
アクリロニトリルブタジエンスチレンコポリマー、及び、任意選択で、約１００～約３０
０ｎｍの範囲の平均直径を有するコアシェルゴムを含むゴム成分を含む、光硬化性プライ
マー組成物を開示している。
【０００５】
　他の組成物は、ＪＰ２００５１４６１７７、ＪＰ４４８５１７２、及びＷＯ２００２０
２７０３（全て三井化学に譲渡）、並びにＷＯ２０１４１１８２１３（Ｅｖｏｎｉｋ　Ｉ
ｎｄｕｓｔｒｉｅｓに譲渡）に記載されている。
【０００６】
　十分な接合強度をもたらすオーバーモールディングアセンブリプロセスにおいて使用す
るための代替のプライマー組成物に対する必要性が依然として存在する。
【０００７】
　基体（金属又はガラスなど）に対するポリオレフィン系プラスチックの接合は、湿潤接
着剤（例えば、２Ｋアクリル）又はＰＳＡテープなどの従来型の接着剤によって達成する
ことができる。そのような方法は、自動車バンパーアセンブリにおける金属表面に対する
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ポリオレフィン注型物のような、予め形成された２つの基体を１つにまとめる場合に用い
ることができる。
【０００８】
　ポリオレフィンは、一部にはそれらの表面エネルギーが低いことに起因して、また一部
には、それらが非極性、非多孔質であること、及び大体において化学的に不活性であるこ
とに起因して、「接合が困難な」基体と認識されている。したがって、ポリオレフィンを
他の基体、例えば金属又はガラス基体に接合することができる代替組成物に対する必要性
も存在する。
【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　一態様では、本発明は、
　（ａ）硬化性成分；
　（ｂ）硬化開始成分；並びに
　（ｃ）（ｉ）Ｓ－Ａ－Ｓ（式中、Ｓは、ポリスチレンであり、Ａは、任意選択でカルボ
ン酸又は無水マレイン酸で置換されている、エチレン、プロピレン、ブチレン、及びスチ
レンのうちの１又は複数から形成されるポリマー又はコポリマーを表すが、ただし、Ａが
スチレンを含む場合、Ａは、スチレンと、エチレン、プロピレン、及びブチレンのうちの
少なくとも１種とのコポリマーであり、かつ、任意選択でカルボン酸又は無水マレイン酸
で置換されている）によって表されるブロックポリマー；及び
　　　　（ｉｉ）前記ポリマー材料の任意の組み合わせ
からなる群より選択されるポリマー材料
を含む、硬化性プライマー組成物を提供する。
【００１０】
　成分（ｃ）はコポリマーであり、そのため、Ｓ－Ａ－Ｓ材料がポリスチレンである（す
なわち、Ｓ及びＡが各々ポリスチレンである）場合のように、ＡがＳと異なるものでない
組成物は本発明の範囲内に含まれない。
【００１１】
　本発明の組成物が、式Ｓ－Ａ－Ｓの材料を含むことが望ましい。
【００１２】
　したがって、本発明は、上記の成分（ａ）～（ｃ）を含む硬化性組成物を提供し、ここ
で、ポリマー材料は、Ｓ－Ａ－Ｓ（式中、Ｓは、ポリスチレンであり、Ａは、任意選択で
カルボン酸又は無水マレイン酸で置換されている、エチレン、プロピレン、ブチレン、及
びスチレンのうちの１又は複数から形成されるポリマー又はコポリマーを表すが、ただし
、Ａがスチレンを含む場合、Ａは、スチレンと、エチレン、プロピレン、及びブチレンの
うちの少なくとも１種とのコポリマーであり、かつ、任意選択でカルボン酸又は無水マレ
イン酸で置換されている）によって表されるブロックポリマー；及び、前記ポリマー材料
の任意の組み合わせから選択される。
【００１３】
　したがって、成分（ｃ）は単なるポリスチレンではない。
【００１４】
　本発明は、（剛性）基体（金属又はガラスなど）に塗布して、タックフリー（ｔａｃｋ
－ｆｒｅｅ）コーティングを生成することができる、硬化性組成物（接着剤）を提供する
。該硬化性組成物は、特定の部品上寿命（ｏｎ－ｐａｒｔ　ｌｉｆｅ）を有する。次に、
コーティングされた部品を、任意の好適なプロセス、例えば射出成形プロセスによって、
ポリオレフィン系プラスチック（例えば、ポリプロピレン）などのポリオレフィン材料で
オーバーモールドすることができる。これにより、ポリオレフィン部品に対する基体が生
成される。この部品は、所望の構造強度を有することとなる。本発明の組成物は、硬化さ
れると、ポリオレフィン材料と基体との間に耐久性のある接合を形成する。例えば、本発
明の組成物を使用して形成された接合は、湿度、衝撃、及び引張応力などの因子に対する
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耐性を有する。
【００１５】
　本発明を用いると、剛性基体などの別の基体に対する接合を実質的に同時に生成しなが
ら、プラスチック基体を形成することができる。このことは、別々の２つの工程で、予め
成形されたプラスチック部品を作製して、次に他の基体に接合する必要性を回避する。
【００１６】
　Ａは、エチレン、プロピレン、ブチレン、及びスチレンのうちの１又は複数から形成さ
れるが、ただし、Ａがスチレンのみから形成されないことが望ましい。
【００１７】
　本発明の好適な組成物としては、Ａが、エチレン、プロピレン、ブチレン、及びスチレ
ンのうちの少なくとも２種、望ましくは３種から形成されるものが挙げられる。
【００１８】
　成分（ｃ）は、
　ポリスチレン－ポリ（エチレン－プロピレン）－ポリスチレン（「ＳＥＰＳ」）；
　ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン）－ポリスチレン（「ＳＥＢＳ」）；
　ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン－スチレン）－ポリスチレン（「Ｓ（ＥＢＳ
）Ｓ」）；
　及びそれらの組み合わせから選択され得る。
【００１９】
　好適には、成分（ｃ）ポリマーは、ポリマーの総重量を基準として約１０～約７０重量
％のスチレンを含む。成分（ｃ）ポリマーは、ポリマーの総重量を基準として約１５～約
６０重量％のスチレンを含み得る。任意選択で、成分（ｃ）は、ポリマーの総重量を基準
として約２０～約６０重量％のスチレンを含み得る。
【００２０】
　これらの材料は、その後にオーバーモールドされるポリオレフィンと、金属基体などの
基体との間に良好な接合強度を付与するため、本発明において特に重要である。
【００２１】
　Ａは、カルボン酸基及び／又は無水マレイン酸基で置換されていてもよい。無水マレイ
ン酸基で置換されているものが特に重要であり得る。
【００２２】
　望ましくは、材料Ｓ－Ａ－Ｓは、ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン）－ポリス
チレン（「ＳＥＢＳ」）；及び、ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン－スチレン）
－ポリスチレン（「Ｓ（ＥＢＳ）Ｓ」）のうちの少なくとも１種である。これらの材料は
、任意選択でカルボン酸基及び／又は無水マレイン酸基で置換されていてもよい。
【００２３】
　任意の又は各々のカルボン酸は、無水マレイン酸から、例えば加水分解によって形成さ
れ得ることに留意されたい。カルボン酸は、飽和であっても、又は不飽和であってもよい
。カルボン酸は、Ｃ１～Ｃ１０カルボン酸、例えばＣ４カルボン酸であり得る。
【００２４】
　Ａは、不飽和炭素－炭素結合を有するべきでない。
【００２５】
　本発明の組成物は、より良好な接合性能を与える。
【００２６】
　これらの組成物は、Ｓ－Ａ－Ｓが、
ポリスチレン－ポリ（エチレン－プロピレン）－ポリスチレン（「ＳＥＰＳ」）；
ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン）－ポリスチレン（「ＳＥＢＳ」）；
ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン－スチレン）－ポリスチレン（「Ｓ（ＥＢＳ）
Ｓ」）；及び
ポリスチレン－ポリ（エチレン－エチレン／プロピレン）－ポリスチレン（「ＳＥＥＰＳ
」）のうちの少なくとも１種である材料を含む。エチレン／プロピレンという表記は、他
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の単位と共重合しているエチレンプロピレン単位を示す。エチレン－エチレン／プロピレ
ンという表記は、（ｉ）エチレン単位と（ｉｉ）エチレンプロピレン単位とのコポリマー
を示す。
【００２７】
　望ましくは、（不飽和炭素－炭素結合を有しない）本発明の材料は、以下の、材料Ｓ－
Ａ－Ｓが：
ポリスチレン－ポリ（エチレン－プロピレン）－ポリスチレン（「ＳＥＰＳ」）；
ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン）－ポリスチレン（「ＳＥＢＳ」）；及び
ポリスチレン－ポリ（エチレン－ブチレン－スチレン）－ポリスチレン（「Ｓ（ＥＢＳ）
Ｓ」）
のうちの少なくとも１種であるものを含む。
【００２８】
　下記の比較例（表１、組成物２１を参照されたい）において使用されるポリスチレン－
ポリ（エチレン－プロピレン）（「ＳＥＰ」）材料は：
【００２９】
【化１】

（式中、ＰＳはポリスチレンの略語であり、そして
【００３０】
【化２】

は、ポリ（エチレン－プロピレン）を表す。ｍは２以上の整数である。ポリ（エチレン－
プロピレン）は、（ｉ）エチレン単位と（ｉｉ）プロピレン単位とからなるコポリマーを
示す。）によって表され得る。
【００３１】
　ＳＥＰＳ材料は：
【００３２】
【化３】

（式中、ＰＳはポリスチレンの略語であり、そして
【００３３】

【化４】

は、ポリ（エチレン－プロピレン）を表す。ｍは２以上の整数である。ポリ（エチレン－
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プロピレン）は、（ｉ）エチレン単位と（ｉｉ）プロピレン単位とからなるコポリマーを
示す。）によって表され得る。
【００３４】
　ＳＥＢＳ材料は：
【００３５】
【化５】

（式中、ＰＳはポリスチレンの略語であり、そして
【００３６】

【化６】

は、ポリ（エチレン－ブチレン）を表す。ｍ、ｎ、及びｏは１以上の整数である。ｍ及び
ｎが１のとき、ｏは２以上である。ポリ（エチレン－ブチレン）は、（ｉ）エチレン単位
と（ｉｉ）ブチレン単位とからなるコポリマーを示す。）によって表され得る。
【００３７】
　ＳＥＥＰＳ材料は：
【００３８】
【化７】

（式中、ＰＳはポリスチレンの略語であり、そして
【００３９】
【化８】

は、ポリ（エチレン－エチレン／プロピレン）を表す。ｍ、ｎ、及びｏは１以上の整数で
ある。ｍ及びｎが１のとき、ｏは２以上である。ポリ（エチレン－エチレン／プロピレン
）は、（ｉ）エチレン単位と（ｉｉ）エチレン／プロピレン単位とからなるコポリマーを
示す。）によって表され得る。
【００４０】
　上記構造の各々において、ｍ、ｎ、及びｏは１以上の整数である。上記構造において、
ｍ及びｎが１である場合、ｏは２以上である。各ポリマーは、ポリマーの総重量を基準と
して約１０～約７０重量％のスチレンを含み得る。好ましくは、ポリマーは、ポリマーの
総重量を基準として約１５～約６０重量％のスチレンを含む。
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【００４１】
　以下のものを含めた不飽和炭素－炭素結合を有する材料は試験において良好に機能しな
かった：ポリスチレン－ポリブタジエン（「ＳＢ」）；ポリスチレン－ポリブタジエン－
ポリスチレン（「ＳＢＳ」）；ポリスチレン－ポリイソプレン－ポリスチレン（「ＳＩＳ
」）；及び、ポリスチレン－ポリ（イソプレン－ブタジエン）－ポリスチレン（「ＳＩＢ
Ｓ」）。これらの材料は試験され、下記表１において比較例を形成する。
【００４２】
　下記の実施例から分かるように、Ｓ－Ａ－Ｓ型材料、特にＳＥＢＳ（例えば、Ｈ１５１
７、８．１ＭＰａ）及びＳ（ＥＢＳ）Ｓ（例えば、Ａ１５３５、７．２ＭＰａ）では、接
合強度という観点で良好な結果が得られた。
【００４３】
　また良好に機能した材料は、無水マレイン酸グラフトＳＥＢＳ（例えば、ＦＧ１９０１
、６．３ＭＰａ）などの無水マレイン酸グラフト飽和Ｓ－Ａ－Ｓ型ポリマーである。
【００４４】
　ＳＥＰＳも良好に機能した（例えば、Ｇ１７３０、２．３ＭＰａ）。
【００４５】
　比較例の不飽和型材料では、顕著な接合は観察されなかった。
【００４６】
　ショアＡ値が６０を超える群に含まれることが好ましい（例えば、５０２Ｔ［表中］は
、３０％スチレン、ショアＡが４３であり、４．６ＭＰａの接合を与えるが、類似製品の
Ｈ１０４１［これも表中］は、同じ３０％スチレンを有するが、ショアＡが８４であり、
接合強度は５．７ＭＰａに改善した）。
【００４７】
　接合しようとする金属基体は、アルミニウム合金コア上にアルミニウムを有するタイプ
のＡｌクラッドと称されるものを含めたアルミニウムクラッド材料を含めたアルミニウム
、又はステンレススチールなどのスチールであり得る。
【００４８】
　本発明は、射出成形プロセスなどの成形プロセスによって、基体（陽極酸化アルミニウ
ムを含めたアルミニウム、重クロム酸亜鉛など）をポリオレフィン系プラスチック（ＰＰ
及びＨＤＰＥなど）でオーバーモールドするための優れた接合能力を有する新規な配合物
を提供する。
【００４９】
　本発明は、部品上で硬化されたときに、任意選択でフィルムの形態にある、タックフリ
ー剛性コーティングを生成する、任意選択でＵＶ硬化性接着剤の形態にある、硬化性組成
物を提供する。コーティングは、典型的に少なくとも２４時間の部品上寿命を有する。
【００５０】
　接着剤系は、望ましくは、アクリレートモノマー（例えば、ＴＨＦＡ及びＩＢＯＡ）ベ
ースのＵＶ硬化系を含む。
【００５１】
　次いで、コーティングした部品を、ポリオレフィン系プラスチック（例えば、ＰＥ）で
、例えば射出成形によってオーバーモールドして、基体にプラスチックが接合したアセン
ブリ（ｂｏｎｄｅｄ　ｐｌａｓｔｉｃ　ｔｏ　ｓｕｂｓｔｒａｔｅ　ａｓｓｅｍｂｌｙ）
を生成することができる。
【００５２】
　本発明は、熱可塑性材料、例えばポリオレフィン材料に接合しようとする基体上のプラ
イマーとしての本発明の組成物の使用に及ぶ。
【００５３】
　さらなる態様では、本発明の組成物；及び、熱可塑性（例えば、ポリオレフィン）プラ
スチックを含む組み合わせが提供される。
【００５４】
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　本発明はまた、少なくともその表面上の層として、本発明に係る組成物の硬化生成物が
コーティングされている基体であって、該硬化生成物が、任意選択でその後に熱可塑性材
料、例えば、ポリオレフィン材料に接合するために、Ｂステージにある、基体を提供する
。
【００５５】
　よりさらなる態様では、少なくともその表面上の層として、Ｂステージ型の本発明に係
る組成物がコーティングされている物品；及び、該Ｂステージ型の組成物に接触している
熱可塑性（例えば、ポリオレフィン）プラスチックを含む、組み合わせを提供する。
【００５６】
　追加の態様では、物品の周囲に射出成形物を形成するプロセスであって、射出成形用キ
ャビティ中に、その周囲で熱可塑性（例えば、ポリオレフィン）プラスチック材料をある
形状に成形しようとする物品を配置する工程；並びに、物品が配置されている射出成形用
キャビティ中に、熱可塑性（例えば、ポリオレフィン）プラスチック材料を、該材料が型
内の物品の周辺及び周囲を流れることができる温度及び圧力で射出する工程、及び、該型
を、熱可塑性（例えば、ポリオレフィン）プラスチック材料を固化させるのに適切な温度
及び圧力下で維持する工程を含み、物品の配置の前に、物品を、前述の態様のうちのいず
れかの組成物で下塗りし、そして組成物を硬化させるのに適切な電磁スペクトルの放射線
にばく露する、プロセスが提供される。
【００５７】
　ポリオレフィン材料は、望ましくは、ポリオレフィン系熱可塑性エラストマー、ポリエ
チレン（ＰＥ）、及びポリプロピレン（ＰＰ）のうちの少なくとも１種などのポリオレフ
ィン系熱可塑性材料である。
【００５８】
　物品は、ガラス及び陽極酸化アルミニウムなどのアルミニウムから構成され得る。
【００５９】
　成分（ａ）としては、（メタ）アクリレートが最も一般的な選択肢である。（メタ）ア
クリレートは、多種多様な材料のうちの１又は複数、例えば、Ｈ２Ｃ＝ＣＧＣＯ２Ｒ１（
式中、Ｇは、水素又は１～約４個の炭素原子を有するアルキル基であり得、そしてＲ１は
、１～約１６個の炭素原子を有するアルキル、シクロアルキル、アルケニル、シクロアル
ケニル、アルカリール、アラルキル、又はアリール基（これらはいずれも、任意選択で、
場合によりシラン、ケイ素、酸素、ハロゲン、カルボニル、ヒドロキシル、エステル、カ
ルボン酸、ウレア、ウレタン、カーボネート、アミン、アミド、硫黄、スルホネート、ス
ルホン等で置換されていても又は割り込まれていてもよい）から選択され得る）によって
表されるものから選択され得る。例としては、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、フェノ
キシエチル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレート、シク
ロヘキシル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、ブチル（メタ）
アクリレート、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、及びヒドロキシプロピル（メタ
）アクリレートが挙げられる。
【００６０】
　本明細書における使用に好適な追加の（メタ）アクリレートとしては、多官能性（メタ
）アクリレート、例えば、これらに限定されるものではないが、二又は三官能性（メタ）
アクリレート、例えば、ポリエチレングリコールジ（メタ）アクリレート、テトラヒドロ
フラン（メタ）アクリレート及びジ（メタ）アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）
アクリレート（「ＨＰＭＡ」）、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、トリメチロ
ールプロパントリ（メタ）アクリレート（「ＴＭＰＴＭＡ」）、ジエチレングリコールジ
メタクリレート、トリエチレングリコールジメタクリレート（「ＴＲＩＥＧＭＡ」）、テ
トラエチレングリコールジメタクリレート、ジプロピレングリコールジメタクリレート、
ジ－（ペンタメチレングリコール）ジメタクリレート、テトラエチレンジグリコールジア
クリレート、ジグリセロールテトラメタクリレート、テトラメチレンジメタクリレート、
エチレンジメタクリレート、ネオペンチルグリコールジアクリレート、トリメチロールプ
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ロパントリアクリレート、並びに、ビスフェノール－Ａモノ及びジ（メタ）アクリレート
、例えば、エトキシル化ビスフェノール－Ａ（メタ）アクリレート（「ＥＢＩＰＭＡ」）
、並びに、ビスフェノール－Ｆモノ及びジ（メタ）アクリレート、例えば、エトキシル化
ビスフェノール－Ｆ（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００６１】
　本明細書において使用され得るさらに他の（メタ）アクリレートとしては、シリコーン
（メタ）アクリレート（「ＳｉＭＡ」）、例えば、米国特許第５，６０５，９９９号（Ｃ
ｈｕ）（その開示は参照により本明細書に明示的に組み込まれる）において教示及び特許
請求されているものが挙げられる。
【００６２】
　当然のことながら、これらの（メタ）アクリレートの組み合わせを使用してもよい。し
かしながら、望ましくは、（メタ）アクリレート成分は、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミ
ド、フェノキシエチル（メタ）アクリレート、テトラヒドロフルフリル（メタ）アクリレ
ート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート、イソボルニル（メタ）アクリレート、ブチ
ル（メタ）アクリレート、ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート、及びヒドロキシプロ
ピル（メタ）アクリレートのうちの１又は複数から選択される。
【００６３】
　（メタ）アクリレート成分は、総重量を基準として、約１０重量％～約９０重量％、例
えば約４０重量％～約８０重量％を構成するべきである。
【００６４】
　材料Ｓ－Ａ－Ｓは、組成物のＢステージ硬化生成物中に、組成物の総重量を基準として
約５％～約８０％、例えば組成物の総重量を基準として約３０重量％～約６０重量％の量
で存在し得る。本発明の組成物は、本明細書及び特許請求の範囲に示した重量パーセント
上は含まれない溶媒などの担体を使用して塗布され得る。（下記の実験作業では、溶媒の
重量は組成物の全体の重量に含まれるが、これは硬化前であり、溶媒は、硬化生成物、例
えばＵＶ硬化生成物の一部ではない）。したがって、初期組成物とＢステージ硬化生成物
との間の溶媒の除去（ひいては、重量計算の差分）が考慮される。下記の実験作業におけ
る他の成分については、重量パーセントは溶媒を計算に入れて算出される。
【００６５】
　材料Ｓ－Ａ－Ｓは、望ましくは、２０～１００、例えば約６０～１００のショアＡ硬度
を有する。
【００６６】
　硬化開始成分は光開始剤成分であり得る。光開始剤は、電磁スペクトルの紫外領域、電
磁スペクトルの可視領域、又はその両方の放射線によってトリガーされる開始剤のうちの
１又は複数から選択され得る。
【００６７】
　光開始剤は、ベンゾフェノン、又は例えばα－ヒドロキシケトンなどの置換ベンゾフェ
ノンであり得る。１つの特に好適なα－ヒドロキシケトンは、１－ヒドロキシ－シクロヘ
キシル－フェニル－ケトン（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎ
ｃ．からＩＲＧＡＣＵＲＥ１８４として市販されている）である。他の好適なα－ヒドロ
キシケトン及びそのブレンドとしては、２－ヒドロキシ－２－メチル－１－フェニル－プ
ロパン－１－オン（ＤＡＲＯＣＵＲ１１７３）；２－ヒドロキシ－１－［４－（２－ヒド
ロキシエトキシ）フェニル］－２－メチル－１－プロパノン（ＩＲＧＡＣＵＲＥ２９５９
）；並びにＩＲＧＡＣＵＲＥ１０００及びＩＲＧＡＣＵＲＥ５００などのブレンドが挙げ
られる（全てＣｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．から市販さ
れている）。他の好適なＵＶ光開始剤としては、アセトフェノン及び置換アセトフェノン
；ベンゾイン及びそのアルキルエステル；キサントン及び置換キサントン；ジエトキシ－
アセトフェノン；ベンゾインメチルエーテル；ベンゾインエチルエーテル；ベンゾインイ
ソプロピルエーテル；ジエトキシキサントン；クロロ－チオキサントン；Ｎ－メチルジエ
タノール－アミン－ベンゾフェノン；１－ベンゾイルシクロヘキサノール；２－ベンジル
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－２－（ジメチルアミノ）－１－［４－（４－モルホリニル）フェニル］－１－ブタノン
；アミノケトン、例えばＩＲＧＡＣＵＲＥ９０７、ＩＲＧＡＣＵＲＥ３６９、及びＩＲＧ
ＡＣＵＲＥ１３００（いずれもＣｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉ
ｎｃ．から市販されている）；ベンジルジメチル－ケタール、例えばＩＲＧＡＣＵＲＥ６
５１（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．から市販されてい
る）；ＢＡＰＯ（ビスアシルホスフィンオキシド）及びそのブレンド、例えばＩＲＧＡＣ
ＵＲＥ８１９、ＩＲＧＡＣＵＲＥ１７００、ＩＲＧＡＣＵＲＥ１８００、ＩＲＧＡＣＵＲ
Ｅ１８５０、及びＤＡＲＯＣＵＲ４２６５（いずれもＣｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃ
ｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．から市販されている）；１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－
フェニルケトンを含むか、又は含まない２，４，６－トリメチルベンゾイルジホスフィン
オキシド、メタロセン、例えばＩＲＧＡＣＵＲＥ７８４及びＩＲＧＡＣＵＲＥ２６１（ど
ちらもＣｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．から市販されてい
る）；ベンゾフェノン、例えばＤＡＲＯＣＵＲ　ＢＰ（Ｃｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　
Ｃｈｅｍｉｃａｌｓ，Ｉｎｃ．から市販されている）；並びにそれらの混合物が挙げられ
る。
【００６８】
　米国特許第５，３９９，７７０号は、そのような光開始剤として機能する化合物の類を
開示及び特許請求している。したがって、’７７０特許の開示は、参照によりその全体が
本明細書に明示的に組み込まれる。７７０特許に包含される特に望ましい光開始剤は、Ｃ
ｉｂａ　Ｓｐｅｃｉａｌｔｙ　ＣｈｅｍｉｃａｌｓからＩＲＧＡＣＵＲＥ８１９の商品名
で市販されている。ＩＲＧＡＣＵＲＥ８１９は、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイ
ル）フェニルホスフィンオキシドである。
【００６９】
　また、カンファーキノンペルオキシエステル開始剤；９－フルオレンカルボン酸ペルオ
キシエステル；ｄｌ－カンファーキノン；ＩＲＧＡＣＵＲＥ７８４ＤＣ（置換チタノセン
に基づく光開始剤）；染料及び電子供与体を含む二成分系開始剤；染料、電子供与体、及
び酸化剤を含む三成分系開始剤；並びにそれらの組み合わせを使用してもよい。所望の効
果を達成するために、これらの可視光光開始剤をビスアシルホスフィンオキシド光開始剤
と組み合わせて使用してもよい。
【００７０】
　二成分系開始剤に関して、好適な染料としては、これらに限定されるものではないが、
カンファーキノン、５，７－ジヨード－３－ブトキシ－６－フルオレン、ローズベンガル
、リボフラビン、エオシンＹ、ベンジル（ｂｅｎｚｉｌ）、フルオロン染料、ベンジル誘
導体、ケトクマリン、アクリジン染料、ベンゾフラビン、及びそれらの組み合わせが挙げ
られ、そして好適な電子供与体としては、これらに限定されるものではないが、メチルジ
エタノールアミン、ジメチル－ｐ－トルイジン、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルメタクリ
レート、４－ジメチルアミノ安息香酸エチル、及びそれらの組み合わせが挙げられる。
【００７１】
　そして三成分系開始剤に関して、上記の２つの成分に加えて、第３の成分として好適な
酸化剤としては、これらに限定されるものではないが、ビス（トリクロロメチル）トリア
ジン、オニウム塩、及びこれらの組み合わせが挙げられる。オニウム塩の例としては、ス
ルホニウム塩及びヨードニウム塩が挙げられる。
【００７２】
　他の好適な可視光開始剤系としては、以下の特許又は刊行物の各々に開示されているも
のが挙げられ、その各々は参照によりその全体が本明細書に組み込まれる。参照により本
明細書に組み込まれる米国特許第４，５０５，７９３号は、３－ケト－置換クマリン化合
物と活性ハロゲン化合物との組合せを含む光重合開始剤を開示している。数多くの例示化
合物が開示されている。そのような光重合開始剤は、約１８０ｎｍ～６００ｎｍの間の範
囲の波長を有する光へのばく露によって硬化する。参照により本明細書に組み込まれる米
国特許第４，２５８，１２３号は、活性光線を照射するとフリーラジカルを発生する開始
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剤成分を含む感光性樹脂組成物を開示している。そのような成分としては、該文献におい
てより詳細に記載されているように、様々なトリアジン化合物が挙げられる。
【００７３】
　欧州特許出願公開ＥＰ第０３６９６４５号Ａ１は、トリハロメチル置換－ｓ－トリアジ
ン、約３００～１０００ｎｍの範囲の放射線を吸収することが可能な増感化合物、及び電
子供与体を含む三成分系光開始剤系を開示している。ケトン；クマリン染料；キサンテン
染料；３Ｈ－キサンテン－３－オン染料；アクリジン染料；チアゾール染料；チアジン染
料；オキサジン染料；アジン染料；アミノケトン染料；メタン及びポリメチン染料；ポル
フィリン；芳香族多環式炭化水素；ｐ－置換アミノスチリルケトン化合物；アミノトリア
リールメタン；メロシアニン；スクアリリウム染料；及びピリジニウム染料を含めた例示
的な増感化合物が開示されている。また、アミン；アミド；エーテル；ウレア；フェロセ
ン；スルフィン酸及びそれらの塩；フェロシアン化物の塩；アスコルビン酸及びその塩；
ジチオカルバミン酸及びその塩；キサンテートの塩；エチレンジアミン四酢酸の塩；及び
テトラフェニルボロン酸の塩を含めた例示的なドナーも開示されている。そのような開始
剤は、ＵＶ及び可視光の両方に感受性である。
【００７４】
　欧州特許出願公開ＥＰ第０５６３９２５号Ａ１は、約２５０～１０００ｎｍの範囲の放
射線を吸収することが可能な増感化合物と２－アリール－４，６－ビス（トリクロロメチ
ル）－１，３，５－トリアジンとを含む光重合開始剤を開示している。開示されている例
示的な増感化合物としては、染料、例えば、シアニン、メロシアニン、クマリン、ケトク
マリン、（チオ）キサンテン、アクリジン、チアゾール、チアジン、オキサジン、アジン
、アミノケトン、スクアリリウム、ピリジニウム、（チア）ピリリウム、ポルフィリン、
トリアリールメタン、（ポリ）メチン、アミノスチリル化合物、及び芳香族多環式炭化水
素が挙げられる。これらの光重合開始剤は、ＵＶ及び可視光に感受性である。
【００７５】
　参照により本明細書に明示的に組み入れられる米国特許第５，３９５，８６２号は、可
視光に感受性のフルオロン光開始剤を開示している。そのようなフルオロン開始剤系は、
励起されたフルオロン種から電子を受容することが可能な共開始剤も含む。オニウム塩、
ニトロハロメタン、及びジアゾスルホンを含めた例示的な共開始剤が開示されている。参
照により本明細書に組み込まれる米国特許第５，４５１，３４３号は、３５０ｎｍを超え
る波長の光を吸収する開始剤としてフルオロン及びピロニン－Ｙ誘導体を開示している。
参照により本明細書に組み込まれる米国特許第５，５４５，６７６号は、ＵＶ又は可視光
下で硬化する三成分系光開始剤系を開示している。該三成分系は、アリールヨードニウム
塩（ａｒｙｌｉｄｏｎｉｕｍ　ｓａｌｔ）、増感化合物、及び電子供与体を含む。例示的
なヨードニウム塩としては、ジフェニルヨードニウム塩が挙げられる。
【００７６】
　２，４，６－トリメチルベンゾイルジホスフィンオキシド及び１－ヒドロシクロヘキシ
ル－フェニルケトンは、組成物において使用するための２つの特に望ましい光開始剤であ
る。
【００７７】
　光開始剤成分は、約１～約５重量％の量で存在すべきである。
【００７８】
　本発明の組成物は、物品の周囲に射出成形物が形成されるオーバーモールディングプロ
セスに供しようとする物品のためのプライマーとして使用され得る。物品は、様々な基体
から構成され得るが、ガラス及びアルミニウムが好ましい選択肢であり、陽極酸化アルミ
ニウムが特に望ましい選択肢である。
【００７９】
　本発明の組成物は、オーバーモールドしようとする物品に塗布し、次いで、物品の表面
の少なくとも一部分上に該組成物を固定するために電磁スペクトルの放射線にばく露して
もよい。



(14) JP 6821667 B2 2021.1.27

10

20

30

40

50

【００８０】
　組成物は、いくつかの方法のうちのいずれか、例えば、吹付け法、スクリーン印刷、接
触転写（ｔｏｕｃｈ　ｔｒａｎｓｆｅｒ）等によって物品に塗布してもよい。塗布後、Ｕ
Ｖ又はＵＶ／可視放射線などの電磁スペクトルのエネルギーにばく露することによって、
指触乾燥状態（ｄｒｙ－ｔｏ－ｔｈｅ－ｔｏｕｃｈ）（又は、タックフリー）表面へと硬
化（又は、Ｂステージ化）される。
【００８１】
　このＢステージ化によって、プライマーでコーティングされた物品を、後にオーバーモ
ールディングプロセスに使用するために保管することが可能となる。
【００８２】
　次に、オーバーモールディングプロセスにおいて、プライマーでコーティングされた物
品を射出成形用キャビティ中に配置し、そして、該キャビティを、高温及び／又は高圧条
件下でその中に射出しようとする熱可塑性樹脂を受容するために、閉じる。
【００８３】
　熱可塑性材料、例えば、樹脂は、通常、ポリエチレン及びポリプロピレンなどのポリオ
レフィン材料から選択される。
【００８４】
　熱可塑性樹脂は、最終的なアセンブリを０．５～５秒で完全に成形するのに好適な高い
温度及び圧圧で成形用キャビティ中に射出すべきである。温度、時間、及び圧力は、個別
の熱可塑性物質、並びに型キャビティの大きさ、形状、及び経路長に依存することとなる
。典型的な温度は約１８０℃～３００℃の範囲内、例えば２６０℃、そして５０ｐｓｉ（
３４５ｋＰａ）～５０００ｐｓｉ（３４４７４ｋＰａ）、例えば５００ｐｓｉ（３４４７
ｋＰａ）の圧力となるであろう。流速は、熱可塑性物質が流動しない状態に達する前に型
キャビティ全体を充填するのに好適でなければならない。
【００８５】
　このように記載されたオーバーモールディングプロセスによって形成され得る１又は複
数の物品の例は、図１を参照することにより理解され得る。そこでは、携帯型家庭用電子
機器のアセンブリに使用されるいくつかの物品が、このように開示されたオーバーモール
ディング技術から恩恵を受けるものとして強調されている。より具体的には、このように
開示されたオーバーモールディング技術を用いて４つの物品が製造され得る：１．タッチ
パネルウィンドウ１１及びカバー１２；２．スピーカー２１及びカメラレンズ２２；カバ
ー３１、金属製トリム３２、及びサブフレーム３３；並びに、４．タッチパネル４１、プ
ラスチックベゼル４２、及び金属製トリム４３。
【図面の簡単な説明】
【００８６】
　本発明の実施形態は、以下の添付図面を参照して、単なる例として、記載されることと
なる：
【００８７】
【図１】それらの間の境界面としてオーバモールディングが使用され得る、携帯型家庭用
電子ディスプレイ機器の様々な構成部品層の分解組立図を表す。
【図２】表１の例４で達成された接合結果を示すグラフである。
【図３】表１の例７で達成された接合結果を示すグラフである。
【実施例】
【００８８】
（詳細な説明）
　直径１２．６５～１２．６７５ｍｍ及び最低３７．５ｍｍの長さのポリオレフィンの栓
を、１０１．６ｍｍ×２５．４ｍｍ及び厚さ１．０～５．５ｍｍの金属又はガラスプレー
ト上に射出成形する。使用した射出成形機はＴｒａｖｉｎ　ＭＩＮＩ　ＭＯＵＬＤＥＲ　
ＴＰ１であり、使用したバレル温度は２２０℃であり、型は加熱しなかった。ガラス又は
金属プレートには、表面を被覆する試験配合物の硬化コーティングが既に設けられていた
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。このコーティングは、Ｂステージ型の組成物である。組成物は、第１の硬化メカニズム
、すなわちＵＶ光で硬化されているが、その後に溶融した熱可塑性物質、例えばポリオレ
フィンに接触すると、反応することができる。したがって、コーティングは、その上に成
形された栓由来の材料を有する。
【００８９】
　下記の結果で使用した試験プラスチックは、ポリプロピレンＴＡＴＲＥＮ　ＩＭ　２５
　７５（の商品名で販売されている）であり、報告されたデータにおいて使用した固体基
体は、１０１．６ｍｍ×２５．４ｍｍ及び厚さ１．６ｍｍの陽極酸化アルミニウムプレー
トである。
【００９０】
　この栓を、引っ張り試験において、接合の２４時間後に、較正された５ｋＮロードセル
が取り付けられたハウンズフィールド引張試験機を使用して、２．０ｍｍ／分の速度で引
っ張る。
【００９１】
　下記の表１は、下記の例に規定される配合物において試験した添加剤のリストである。
これらの組成物を陽極酸化アルミニウムに塗布し、硬化させた。次いで、ポリプロピレン
を硬化フィルム上に射出成形した。各々について、接合２４時間後に測定した結合強度が
含まれている。
【００９２】
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【表１】

【００９３】
　表１において、「ポリマー中の％Ｓ」は、ポリマー中のポリスチレンの重量パーセント
である。
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【００９４】
　例１（表１から）は以下の配合であった（ポリマー材料はＶＡＭＡＣ材料である）：
【００９５】
【表２】

【００９６】
　例２及び５（表１から）は、以下の配合に基づくものであった。これらの例の間ではポ
リマー材料のみが異なり、そして表１に記載の例の番号は、以下の配合に対応しているが
、ここでポリマー材料は各例について表１に示したものである。
【００９７】

【表３】

【００９８】
　例３（表１から）は以下の配合とした（ポリマー材料はポリテール材料である）：
【００９９】
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【表４】

【０１００】
　例４及び６～２３は、以下の配合に基づくものであった。これらの例の間ではポリマー
材料のみが異なり、そして表１に記載の例の番号は、以下の配合に対応しているが、ここ
でポリマー材料は各例について表１に示したものである。
【０１０１】

【表５】

【０１０２】
　様々な基体の組み合わせに対して例４の組成物を用いて達成されたさらなる接合結果を
示すグラフを図２に示す。射出バレル温度は２２０℃であった。
【０１０３】
　様々な基体の組み合わせに対して例７の組成物を用いて達成されたさらなる接合結果を
示すグラフを図３に示す。射出バレル温度は２２０℃であった。
【０１０４】
　上記の例において：
ＴＨＦＡ＝テトラヒドロフルフリルアクリレート；
ＩＢＯＡ＝イソボルニルアクリレート；
ＦＧ１９０１は、Ｋｒａｔｏｎから入手可能な無水マレイン酸変性ＳＥＢＳ樹脂であり；
ポリテールＨは、ポリヒドロキシ水素化ポリブタジエンであり
ＨＥＭＡホスフェート＝ビス［２－（メタクリロイルオキシ）エチル］ホスフェート；
ＭＡ＝メタクリル酸；
ＢＭＩ＝ベンジルメチルイミダゾール；
ＢＣＨＴＵ＝ベンゾイルシクロヘキシルチオウレア；
ＴＰＯ＝ＢＡＳＦから入手可能なジフェニル（２，４，６－トリメチルベンゾイル）ホス
フィンオキシド－光開始剤（上述のとおり）；
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Ｉｒｇａｃｕｒｅ１８４（上述のとおり）は、ＢＡＳＦから入手可能な光開始剤（化学名
１－ヒドロキシ－シクロヘキシル－フェニル－ケトン）であり；
ＭＩＢＫ＝メチルイソブチルケトンであり；そして
Ａ１５３５は、Ｋｒａｔｏｎから入手可能なＳＥＢＳ樹脂である。
【０１０５】
　例１～３は比較例である。接合強度は達成されない。
【０１０６】
　例９、１０、１１、２１、２２、及び２３は比較例である。接合強度は達成されない。
これに関して、材料の頭字語における「Ｂ」は一意的でない方法で使用されていることに
留意することが重要であり、例えば、ＳＢ；ＳＩＢＳ；及びＳＢＳにおいて「Ｂ」は、ブ
タジエンをベースとするポリマーを表し、一方、ＳＥＢＳ及びＳ（ＥＢＳ）Ｓにおいて「
Ｂ」はブチレンをベースとするポリマーを表す。
【０１０７】
　本明細書において本発明に関連して使用される場合、「含む（ｃｏｍｐｒｉｓｅｓ／ｃ
ｏｍｐｒｉｓｉｎｇ）」という語及び「有する／含む（ｈａｖｉｎｇ／ｉｎｃｌｕｄｉｎ
ｇ）」という語は、述べられた特徴、整数、工程、又は成分の存在を規定するために使用
されるが、１又は複数の他の特徴、整数、工程、成分、又はそれらの群の存在又は追加を
排除するものではない。
【０１０８】
　明確化のために別々の実施形態の文脈で記載されている本発明の特定の特徴は、単一の
実施形態において組み合わせて提供されてもよいことが理解される。逆に、簡潔化のため
に単一の実施形態の文脈で記載されている本発明の様々な特徴は、別々に又は任意の好適
な下位の組み合わせで提供されてもよい。

【図１】

【図２】

【図３】
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